
 

 

 

 

 

 

亀岡市の工業 
＜平成30年工業統計調査結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

亀 岡 市 



 

 

 

は じ め に 

 

 

 工業統計調査は、統計法に基づく基幹統計として、我が国の工業の実態を明らか

にするために実施されている統計調査です。 

 平成30年調査は、６月１日を調査期日として、製造業に属する従業者４人以上の

事業所を対象として実施されました。この「亀岡市の工業」は、平成30年工業統計

調査結果のうち、亀岡市の事業所分について、本市が独自に集計したものです。 

 本市の製造業の実態を御理解いただくとともに、各種の行政施策・企業経営・学

術研究等に広く御活用いただければ幸いです。 

 なお、この調査の実施にあたり、多大な御協力をいただきました事業所をはじめ

関係者の皆様に対し厚くお礼申し上げますとともに、今後ともより一層の御理解と

御協力をお願いいたします。 

 

   令和２年５月 

 

                           亀岡市総務部総務課 
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平成３０年工業統計調査について 
 

 

１ 調査の沿革 

 明治４２年に始められた伝統ある調査で、大正９年からは毎年実施されており、昭和 

２２年には統計法の施行に伴い指定統計調査（指定統計第１０号）、平成２１年に完全施

行された新統計法では、基幹統計に指定されるなど我が国の最も重要な統計調査の一つで

す。 

 

２ 調査の目的 

 我が国の製造業の事業所を対象としてその事業所数、従業者数、製造品出荷額、原材料

使用額等などを調査し、工業の実態を明らかにするとともに、経済センサス－活動調査の

中間における経済構造統計を作成することを目的としています。 

 

３ 調査の期日 

 平成３０年６月１日 

 

４ 調査の対象 

 工業統計調査は、製造業に属する事業所のうち、４人以上の事業所（国に属する事業所

を除く。）を対象に調査します。また、３人以下の事業所についても、調査員が事業所の

状況（事業所名、従業者数等）を確認に伺います。 

（平成２０年調査以前の特定の年次においては、全事業所を対象に調査を実施していまし

た。） 
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利 用 上 の 注 意 
 

 

１ 平成３０年６月１日現在において、休業中、操業準備中及び操業開始後未出荷の事業所

は集計に含んでいません。 

 

２ 「分類」については、産業分類及び製造品分類並びに賃加工品分類を組み合わせて構成

した工業統計調査用産業分類によります。 

 

３ 統計表等で用いる記号及び数値は、次のとおりです。 

  ① 「－」（バー）  ：該当数字なし又は皆無 

  ② 「△」（マイナス）：負数又は減少 

  ③ 「0.0」      ：単位に満たないもの 

  ④ 「Ｘ」      ：統計法に基づく秘匿数字 

（注）該当する事業所の数が２以下の場合はその内容を秘匿と

しています。また、３以上であっても、前後の関係から秘

匿数字が判明すると思われる箇所は秘匿としています。 

  ⑤ 構成比の数値   ：四捨五入のため総数と内訳の合計が一致しない場合がありま

す。 

 

４ 集計項目の変更及び用語の定義は、次のとおりです。 

従 業 者 数 
常用雇用者（送出者を除く。）、個人業主及び無給家族従業者、有給役
員、出向・派遣受入者の合計 

現金給与総額 
1年間に常用雇用者及び有給役員のうちこの事業所に従事している人に
対して支給された基本給、諸手当及び特別に支払われた給与（期末賞与
等）の額とその他の給与額との合計額 

原材料使用額等 
1年間における原材料、燃料、電力の使用額、委託生産費、製造等に関
連する外注費及び転売した商品の仕入額の合計で、消費税額を含んだ額 

製造品出荷額等 
1年間における製造品出荷額、加工賃収入額、くず廃物の出荷額及びそ
の他収入額の合計で、消費税及び酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮
発油税を含んだ額 

生 産 額 

製造品出荷額＋加工賃収入額＋（製造品年末在庫額－同年初在庫額）＋
（半製品及び仕掛品年末価額－同年初価額）で算出。 
ただし、従業者29人以下は、製造品出荷額＋加工賃収入額＝生産額とみ
なしています。 

付 加 価 値 額 

(粗付加価値額) 

従業者30人以上： 
製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－同年初在庫額）＋（半製品及
び仕掛品年末価額－同年初価額）－（推計酒税、たばこ税、揮発油税
及び地方揮発油税＋推計消費税額）－原材料使用額等－減価償却額で
算出。 

従業者29人以下： 
粗付加価値額として、製造品出荷額等－（推計酒税、たばこ税、揮発
油税及び地方揮発油税＋推計消費税額）－原材料使用額等で算出。 
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※ 平成29年調査より「酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税の

合計額」の調査を廃止したため、「推計酒税、たばこ税、揮発油税及

び地方揮発油税」は、出荷数量等から推計したものです。 

※ 推計消費税額は、平成13年調査より消費税額の調査を廃止したため

推計したものであり、推計消費税額の算出に当たっては、直接輸出

分、原材料、設備投資を控除しています。 

 

５ 産業中分類は、次の略号を用いています。 

産業中分類番号 略  称 名   称 

０９ 食  料  品 食料品製造業 

１０ 飲 料 飲料・たばこ・飼料製造業 

１１ 繊    維 繊維工業 

１２ 木 材 木材・木製品製造業 

１３ 家 具 家具・装備品製造業 

１４ パ ル プ 紙 パルプ・紙・紙加工品製造業 

１５ 印    刷 印刷・同関連業 

１６ 化    学 化学工業 

１７ 石 油 石 炭 石油製品・石炭製品製造業 

１８ プ ラ 製 品 プラスチック製品製造業 

１９ ゴ ム 製 品 ゴム製品製造業 

２０ 皮    革 なめし革・同製品・毛皮製造業 

２１ 窯 業 窯業・土石製品製造業 

２２ 鉄    鋼 鉄鋼業 

２３ 非 鉄 金 属 非鉄金属製造業 

２４ 金 属 製 品 金属製品製造業 

２５ は ん 用 機 械 はん用機械器具製造業 

２６ 生 産 用 機 械 生産用機械器具製造業 

２７ 業 務 用 機 械 業務用機械器具製造業 

２８ 電 子 部 品 電子部品・デバイス・電子回路製造業 

２９ 電 気 機 械 電気機械器具製造業 

３０ 情 報 通 信 情報通信機械器具製造業 

３１ 輸 送 用 機 械 輸送用機械器具製造業 

３２ そ  の  他 その他の製造業 

※ 日本標準産業分類の改訂（平成２５年総務省告示第４０５号）に伴い、平成２６年調

査から工業統計調査用産業分類を改訂しています。 

 

６ この報告書の数値は、後日、経済産業省から公表されるものと相違することがあります。 
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平成３０年工業統計調査結果の概要 
 

 

 平成30年6月1日現在、本市における製造業を営む事業所数（従業者4人以上）は、152事業

所、従業者数4,793人、製造品出荷額等1,161億8,465万円となり、前年と比較して、事業所

数は7事業所（4.4％）、従業者数は345人（6.7％）減少しています。 

 京都府全体では、事業所数は183事業所（4.2％）減少し、従業者数は941人（0.7％）、製

造品出荷額等は2,872億6,427万円（5.3％）増加しています。 

 

表－１ 亀岡市工業の推移 

＜従業者４人以上＞ 

区分 

 

年次 

事業所数 従業者数 製造品出荷額等 

実数 増加率 実数 増加率 実数 増加率 

 （％） （人） （％） （万円） （％） 

平成 ２年 236 0.4 5,538 3.0 10,998,205 8.9 

平成 ３年 250 5.9 6,008 8.5 12,373,229 12.5 

平成 ４年 243 △ 2.8 5,895 △ 1.9 11,646,166 △ 5.9 

平成 ５年 256 5.3 5,773 △ 2.1 11,255,251 △ 3.4 

平成 ６年 237 △ 7.4 5,853 1.4 11,187,389 △ 0.6 

平成 ７年 242 2.1 5,910 1.0 11,692,075 4.5 

平成 ８年 235 △ 2.9 5,911 0.0 11,429,101 △ 2.2 

平成 ９年 224 △ 4.7 5,498 △ 7.0 12,025,786 5.2 

平成１０年 262 17.0 5,975 8.7 12,729,390 5.9 

平成１１年 247 △ 5.7 5,786 △ 3.2 12,927,808 1.6 

平成１２年 247 0.0 5,987 3.5 14,488,050 12.1 

平成１３年 
233 
(231) 

△ 5.7 
 

5,604 
(5,571) 

△ 6.4 
 

12,549,520 
(12,528,611) 

△ 13.4 
 

平成１４年 211 △ 8.7 5,746 3.1 12,382,867 △ 1.2 

平成１５年 203 △ 3.8 5,777 0.5 12,741,994 2.9 

平成１６年 188 △ 7.4 5,938 2.8 13,742,506 7.9 

平成１７年 193 2.7 6,066 2.2 14,282,223 3.9 

平成１８年 192 △ 0.5 6,082 0.3 15,313,785 7.2 

平成１９年 206 7.3 6,262 3.0 16,096,435 － 

平成２０年 211 2.4 5,828 △ 6.9 15,672,675 △ 2.6 

平成２１年 196 △ 7.1 5,730 △ 1.7 12,015,104 △ 23.3 

平成２２年 178 △ 9.2 5,612 △ 2.1 13,412,450 11.6 

平成２４年 177 △ 0.6 5,207 △ 7.2 11,536,074 △ 14.0 

平成２５年 161 △ 9.0 4,691 △ 9.9 10,756,047 △ 6.8 

平成２６年 155 △ 3.7 4,577 △ 2.4 10,723,420 △ 0.3 

平成２９年 159 2.6 5,138 12.3 12,945,850 20.7 

平成３０年 152 △4.4 4,793 △6.7 11,618,465 △10.3 

 ※ 日本標準産業分類の改訂（平成14年総務省告示第139号）に伴い、平成14年の増加率は、
｢新聞業｣、｢出版業｣を除いた数値（13年下段数値）で行っています。 

 ※ 平成19年は製造品出荷額等に製造業以外の転売収入等を追加するなどの変更（追加）が行
われ、増加率の比較ができなくなりました。 



 － 5 －

図－１ 事業所数及び従業者数の推移 
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１ 産業中分類別結果概要 
 

図－２ 産業中分類別事業所数、従業者数、製造品出荷額等の構成比（第１表） 
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 事 業 所 数  

 

 産業中分類別に事業所数を見ると、最も多かったのが食料品製造業の25事業所（構成比

16.4％）、次いで金属製品製造業の14事業所（構成比9.2％）、生産用機械器具製造業の13

事業所（構成比8.6％）が続いています。 

 前回（平成29年）調査と比べると、食料品製造業、金属製品製造業と電気機械器具製造業

で1事業所増加していますが、全体では7事業所の減少となっています。 

 

 

図－３ 産業中分類別事業所数、対前年比増減額（第２表） 
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 従 業 者 数  

 

 産業中分類別に従業者数を見ると、最も多かったのが電気機械器具製造業の729人（構成

比15.2％）、次いで金属製品製造業の625人（構成比13.0％）、電子部品・デバイス・電子

回路製造業610人（構成比12.7％）、食料品製造業584人（構成比12.2％）が続いています。 

 前回（平成29年）調査と比べると、金属製品製造業で54人、食料品製造業で35人、はん用

機械器具製造業で31人増加していますが、全体では345人の減少となっています。 

 

 

図－４ 産業中分類別従業者数、対前年比（第２表） 
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 製 造 品 出 荷 額 等  

 

 産業中分類別に製造品出荷額等を見ると、最も多かったのが電気機械器具製造業で166億

3,471万円（構成比14.3％）、次いで金属製品製造業の155億1,136万円（構成比13.4％）、

生産用機械器具製造業の143億2,976万円（構成比12.3％）と続いています。 

 前回（平成29年）調査と比べると、生産用機械器具製造業で29億1,321万円、金属製品製

造業で21億6,527万円、はん用機械器具製造業で14億6,893万円増加していますが、全体では

132億7,385万円減少となっています。 

 

 

図－５ 産業中分類別製造品出荷額等（第２表） 
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２ 従業者規模別結果概要 
 

 事 業 所 数  

 

 従業者規模別に事業所数を見ると、従業者規模4～9人の従業者規模の小さな事業所が50事

業所で最も多く、総数の32.9％を占めています。次いで、従業者規模10～19人の事業所が41

事業所（構成比27.0％）、50～99人の事業所が19事業所（構成比12.5％）と続いています。 

 

図－６ 従業者規模別事業所数（第４表） 
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図－７ 従業者規模別事業所数の構成比 
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 従 業 者 数  

 

 従業者規模別に従業者数を見ると、従業者規模50～99人の事業所が最も多く1,215人で総

数の25.3％を占め、次いで従業者規模100～199人の事業所が1,020人（構成比21.3％）、従

業者規模30～49人の事業所が602人（構成比12.6％）と続いています。 

 

図－８ 従業者規模別従業者数（第４表） 
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図－９ 従業者規模別従業者数の構成比 
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 製 造 品 出 荷 額 等  

 

 従業者規模別に製造品出荷額等を見ると、従業者規模100人以上の事業所が最も多く448億

7,590万円で総数の38.5％となり、次いで従業者規模50～99人の事業所の326億6,042万円

（構成比28.1％）、従業者規模30～49人の事業所の159億9,344万円（構成比13.8％）が続い

ています。 

 

図－１０ 従業者規模別製造品出荷額等（第４表） 
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図－１１ 従業者規模別製造品出荷額等構成比 
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３ 小地域別結果概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事 業 所 数  

 

 小地域別の事業所数は、大井町が最も多く46事業所（構成比30.3％）、次いで薭田野町の

16事業所（構成比10.5％）、亀岡地区の12事業所（構成比7.9％）と続いています。 

 前回と比較してみると、3地域で増加していますが、全体としては7事業所減少しています。 

 

図－１２ 小地域別事業所数の構成比（第９表・第１０表） 
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 従 業 者 数  

 

 小地域別に従業者数を見ると、最も多かったのが大井町で2,018人（構成比42.1％）、次

いで亀岡地区の440人（構成比9.2％）、篠町の317人（構成比6.6％）と続いています。 

 前回と比較してみると、8地域で増加していますが、全体としては345人減少しています。 

 

図－１３ 小地域別従業者数（第９表・第１０表） 
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 製 造 品 出 荷 額 等  

 

 小地域別に製造品出荷額等を見ると、大井町が最も多く618億6,296万円（構成比53.2％）、

次いで吉川町の83億7,485万円（構成比7.2％）、薭田野町の75億923万円（構成比6.5％）が

続いています。 

 

図－１４ 小地域別製造品出荷額等（第９表・第１０表） 
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